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地方独立行政法人山口県産業技術センターの 
平成23年度における業務の実績に関する評価の結果 

    
１ 評価実施の根拠法 

地方独立行政法人法（平成15年法律第118号）第28条 
 

２ 評価の対象 
平成23年度における法人の中期計画（平成21年７月知事認可。計画期間：平成21年度～平

成25年度）の進捗状況 
 
３ 評価の目的 

法人の業務運営の自主的、継続的な見直し、改善を促し、もって、法人の業務の質の向上、

業務運営の効率化、透明性の確保に資する。 
 
４ 評価者 

地方独立行政法人山口県産業技術センター評価委員会（委員構成は次表のとおり。）  
 氏  名 役 職 名 等 

  三 浦 房 紀  山口大学大学院理工学研究科教授【委員長】 

  磯 部 昌 毅  磯部鉄工（株）代表取締役専務 

  魚 谷 礼 子  （株）魚谷工作所代表取締役 

  正 木 圭 子  正木税理士事務所代表 

  三 島 正 英  山口県立大学教授 
 

                                                         (委員長以外は50音順) 
５ 評価を実施した時期 

平成24年6月29日から平成24年7月26日まで 
 

６ 評価方法の概要 
(1) 評価の実施に関する定め 

地方独立行政法人山口県産業技術センターの業務の実績に関する評価の実施要領(平成21

年12月地方独立行政法人山口県産業技術センター評価委員会決定） 
(2) 評価の手法 

法人の自己評価の結果を活用する間接評価方式 
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(3) 法人の自己評価の方法（評価項目・評価基準及びその判断の目安の概要） 
【細項目及び小項目別評価】 【中項目及び大項目別評価】   【全体評価(総合的な評定)】  
  ① 年度計画の細項目(68)ごと 

   の達成状況を５段階評価 
 ② ①の評点の単純平均値に諸 
  事情を考慮して、小項目(16) 
   ごとの達成状況を５段階評価 

 
③ ②の評点を加重平均し、中期計画 

   の中項目(11)ごとの進捗状況を５段 
   階評価 
④ ③で算出した値を加重平均し、中 

   期計画の大項目(4)ごとの進捗状況を 
   ５段階評価 

 

⑤ ④で算出した値を加重平均し、中 
   期計画全体の進捗状況を５段階評価 

 

    

 評点 評語 判断の目安 符号 評語 判断の目安 符号 評語 判断の目安 

5 
年度計画を 
十二分に 
達成 

達成度 
120％以上 ｓ 

中期計画の進捗は 
優れて順調 

②又は③の 
加重平均値 

4.3以上 
Ｓ 

中期計画の進捗は 
優れて順調 

④の加重平 
均値 

4.3以上 

4 
年度計画を 
十分達成 

100％以上 
120％未満 

 
ａ 

中期計画の進捗は 
順調 

3.5以上 
4.2以下 Ａ 

中期計画の進捗は 
順調 

3.5以上 
4.2以下 

3 
【標準】 

年度計画を 
概ね達成 

 
90％以上 
100％未満 

 
ｂ 

【標準】 
中期計画の進捗は 
概ね順調 

 
2.7以上 
3.4以下 

 
Ｂ 

【標準】 
中期計画の進捗は 
概ね順調 

 
2.7以上 
3.4以下 

2 
年度計画は 
やや未達成 

70%以上 
90％未満 

 
ｃ 

中期計画の進捗は 
やや遅れている 

1.9以上 
2.6以下 Ｃ 

中期計画の進捗は 
やや遅れている 

1.9以上 
2.6以下 

1 
年度計画は 
未達成 

70％未満  
ｄ 

中期計画の進捗は 
遅れている 

1.8以下  
Ｄ 

中期計画の進捗は 
遅れている 

1.8以下 

 
注：評点の付け方について 

ほぼ計画どおり達成した場合を「標準」とし３点を付す。４点以上は、達成度が計画以

上である場合に付すことが基本である。例えば、制度、仕組みを整備する計画の場合、計

画に沿って当該制度等を整備した場合は３点を付し、整備された制度等が既に機能を発揮

していると認められる場合に４点以上を付すこととなる。 
 
(4) 評価実施の経過 

      ６月29日   法人から業務実績報告書の提出 
   ７月20日   第９回評価委員会開催（自己評価に係る法人へのヒアリング） 
   ７月25日まで 各委員意見の集約・評価書素案の取りまとめ 
   ７月26日    第10回評価委員会開催（評価書原案審議） 
    月 日    評価書原案決定・評価書原案の法人提示 

月 日   評価書原案に対する法人意見の提出 
月 日   評価書の確定           
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７ 評価の結果  
(1) 総合的な評定 

中期計画の進捗は順調 (Ａ評価） 
【理 由】 

法人の自己評価による総合的な評定は、「中期計画の進捗は順調」となっている。評価

委員会において法人から提出された書類、法人からのヒアリング等に基づきその妥当性を

検証したところ、自己評価は定められた方法に従って行われており、すべての評価項目に

おいて自己評価と異なる評定をすべき事項もなかったことから、評価委員会の総合的な評

定は、法人の自己評価どおりとすることが妥当であると判断した。 
  

（評定概要）                                          ※法人の自己評価どおりである。 

大項目区分 

中期計画 
細項目数 
(H21～25) 

平成23年度実績の評価（評定） 

年度計画 
細項目数 

評点別細項目数 
大項目

ウエイト 

評 点 
加 重 
平均値 

大項目区分 
ごとの評定 5点 4点 3点 2点 1点 

県民サービス 39 39 7 15 17   0.70 3.7 a(順    調) 

業務運営 18 18  4 14   0.15 3.2 b(概ね順調) 

財務内容 7 7 1  6   0.10 3.3 b(概ね順調) 

その他 4 4   4   0.05 3.0 b(概ね順調) 

全 体 68 68 8 19 41    3.6 A(順  調) 

※H21・H22年度計画（継続実施分）を含む 
 
(2) 概 況 
ア 全体的な状況 

山口県産業技術センターは、明治35年に開設された山口県染織講習所に始まり、大正７

年の山口県工業試験場の設置、戦後の山口県醸造試験場・窯業試験場の設置、昭和42年の

山口県商工指導センターへの統合、昭和63年の山口県工業技術センターへの改組再編、平

成11年の現在地への移転及び山口県産業技術センターへの改称、平成21年の地方独立行政

法人化を経て、現在に至っている。 
法人化後のセンターにおいては、産業技術に関する試験研究、その成果の普及、産業技

術に関する支援等を総合的に行うことにより、産業の振興を図り、県内経済の発展と県民

生活の向上に寄与する「中核的技術支援拠点」として更なる機能強化を目指し、中期目標、

中期計画、年度計画に基づいて、県民サービスの質の向上や業務運営の改善等に取り組ん

でいる。 

法人化後3年目となる平成23年度の業務の実績についてみると、県民サービスについては、
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山口大学との包括的連携・協力協定の締結や周南地域地場産業振興センターとの包括的連

携協定、同センター内にサテライト窓口を設置するなど、関係機関と連携・協働した企業

支援の強化等に積極的に取り組んでいる。 
また、県商工労働部と協力し「新エネルギー利活用プロジェクト」を立ち上げ、センタ

ー敷地内に太陽光発電と水素燃料電池で構成される実証実験システムを設置するなど、社

会情勢や企業ニーズの変化に対応した取り組みを積極的に実施していることから、中期計

画の進捗は順調である。 
業務運営については、機動的な運営体制の構築や、適正で透明性の高い運営が行われて

おり、また、これまで進捗がやや遅れていたコーディネータに係る業績評価制度の構築に

ついて、試行と結果検証が実施されていることから、中期計画の進捗は概ね順調である。 
財務内容については、自己収入の増加を目指した外部資金の獲得が図られるとともに、

受益者負担の適正化や経費の更なる削減に努めており、中期計画の進捗は概ね順調である。 

以上のことから、法人の中期計画は全体として順調に進捗しているものと評価できる。 
 

イ 大項目ごとの状況 
  全体的な状況に掲げた事項に関連し、特記すべき長所や問題点を以下に列挙する。 
                                （白抜数字は評点） 
 
(ｱ) 県民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

大項目別評価：（ａ） 
 

県内の企業が直面する課題への技術支援の強化  中項目別評価：ａ 
 
①  国の中小企業支援ネットワーク強化事業ややまぐち事業化支援・連携コーディネ

ート会議などと連携して技術相談に対応できる体制を整備するとともに、技術相談

窓口の設置と運営や技術相談データベースの情報共有化など、技術相談体制を充実

させた結果、技術相談の利用件数が目標件数の3,200件を上回る3,690件に達してお

り、年度計画を十分に達成している。４ 
②  周南地域地場産業振興センターと包括的連携協定を締結するとともに、同センタ

ー内にサテライト窓口を設置することで、県東部地域企業の利便性の向上に努めた。

４ 
③  新たに巡回企業訪問を実施するとともに、他機関と連携した共同企業訪問を実施

することにより、訪問企業数が目標数の220社を上回る244社となり、企業ニーズの

発掘に努めていることがうかがえる。４ 
④  開放機器については、企業アンケートによりニーズに応じた試験研究機器の整備
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に努めるとともに、開放機器一覧の作成などにより、利用件数が目標件数の2,300

件を上回る2,791件に達しており、年度計画を十二分に達成している。５ 
⑤  依頼試験については、オーダーメイド試験を継続実施するとともに、周南地域地

場産業センターにサテライト窓口を設置し依頼試験の受付を開始することにより、

利用件数が673件に達するなど、試験ニーズに柔軟に対応し､利用促進に努めている。

４ 
⑥  技術支援・研究開発の成果が事業化・商品化に至った件数は、目標件数の６件を

大幅に上回る１４件に達しており、そのうち技術支援によるものが１１件であり、

年度計画を十二分に達成している。５ 
⑦  情報発信については、ガイドラインに沿った情報発信により、県立図書館への「も

のづくり基本図書コーナー」の設置や周南市立中央図書館への広告物の設置、JR徳

山駅新幹線ロビーへの技術支援成果品の設置など、積極的に行っている。４ 
⑧  県内企業の技術力の向上を支援するため、技術者養成研修や学生研修（研究）、

インターンシップ（就業体験）の受け入れを行い、また、本年度は、山口県が実施

する海外技術者研修員受入事業により、海外研修生を受け入れるなど、技術者の養

成に努めている。４ 
 
県内の企業の持続的な発展に寄与する研究開発の推進  中項目別評価：ａ 

 
①  特定研究６テーマにつて重点的な予算配分と研究進捗管理を行ったところ、製品

化１件、プラント新築による工場立地１件、実用化に則した特許出願４件など、重

点的な研究開発による成果が得られている。４ 
②  県商工労働部と協力し「新エネルギー利活用プロジェクト」を立ち上げ、センタ

ー敷地内に、太陽光発電と水素燃料電池で構成される実証実験システムを設置する

など、社会情勢や企業ニーズの変化に対応した取組を行っている。４ 
③  研究開発など企業ニーズの変化に対し、一定の予算を「理事長枠・企業支援部長

枠」として確保し、年度途中から新規調査研究を開始するなど、柔軟かつ機動的に

対応できる仕組みを構築、実施している。４ 
④  提案公募型事業については、これまで応募実績のない制度への応募を試みるとと

もに、提案公募型事業や企業からの資金を得て行った共同研究の件数は目標件数の

７件を上回る９件に達するなど、年度計画を十二分に達成している。５ 
⑤  特許等の出願件数は、目標件数の９件を大幅に上回る１５件を達成しており、年

度計画を十二分に達成している。５ 
⑥  特許等の新規実施許諾件数は、目標件数の２件を上回る３件を達成しており、年

度計画を十二分に達成している。また、センターが保有する特許の実施許諾率は、



                                                                     

- 6 - 
 

他の教育機関・公設試験研究機関の平均実施許諾率を上回る55.6%となっており、

技術移転率が高いことがうかがえる。５ 
⑦  研究開発業務の評価とその適切な反映については、センターの役職員で構成する

内部委員会と外部の有識者で構成する外部委員会を設け、テーマや内容の有意性、

手法の妥当性、進捗状況、成果等を評価し、その結果を研究実施計画等に反映させ

ており、年度計画を概ね達成している。３ 
 
県内の企業の新たな事業展開に向けた産学公連携の取組  中項目別評価：a 

 
①  文部科学省の地域イノベーション戦略支援プログラム事業や経済産業省の戦略

的基盤技術高度化支援事業などにより、産学公連携による研究開発を促進するとと

もに、その総合調整を行っており、やまぐち型産業クラスターの形成に向けた具体

的な取組が行われている。４ 
②  地域産業の振興及び地域社会の発展に寄与することを目的として、山口大学と包

括的連携・協力協定を締結するとともに、科学技術振興機構の地域産学官共同研究

拠点整備事業を活用した「やまぐちイノベーション創出推進拠点」を整備するなど、

山口大学や関係機関と連携・協働した企業支援の取り組みを行っている。４ 
③  新エネルギー利活用プロジェクトや、やまぐちブランド技術研究会、山口県食品

産業協議会の活動等を通じて、産学公連携や産産連携の取組を支援している。４ 
 
(ｲ) 業務運営の改善及び効率化に関する事項  大項目別評価：（ｂ） 

 
運営体制の改善  中項目別評価：ｂ 

 
①  受託研究・共同研究開発申請のあったすべての申請について、受託研究について

は、２週間以内、共同研究については４週間以内に処理するなど、迅速な意志決定

とそれに基づく機動的な運営体制の構築に努めている。４ 
②  企業ニーズを的確に把握するため、昨年度と同様に機器整備、研究、技術相談の

アンケート調査を実施し、その集計・分析結果を迅速に反映するなど、戦略的な経

営資源の配分に努めている。３ 
③  前年度策定した研究データ等のセキュリティ管理に関する実施手順書の周知徹

底を図るとともに、情報漏洩防止に努めている。また、研究経費の適正管理や綱紀

粛正について会議を実施するなど、職員のコンプライアンス意識の徹底を図ってい

る。３ 
④  センターの業務内容や運営状況について、ホームページにより閲覧可能とし、情

報発信に努めるとともに、技術支援･研究開発の成果についてもトップページにわ
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かりやすく表示されており、積極的な情報公開に努めている。３ 
 
人材育成、人事管理  中項目別評価：ｂ 

 
①  技術の進歩や企業ニーズの多様化等に的確に対応できるよう、外部機関（大学、

研究機関）を活用して職員の能力開発を図っており、本年度は、産業技術総合研究

所中部センターに技術職員を派遣し、職員の能力を高める取組を実施した。４ 
②  コーディネータに係る業績評価制度の構築について、昨年度作成した評価に関す

る要綱に従って、コーディネータの評価の試行を実施した。３ 
 
業務運営の合理化、効率化  中項目別評価：ｂ 

 
①  利用要望のある研究機器を新たに５機種開放機器として登録するとともに、開放

機器リストを随時更新することにより、新規登録・購入した機器を出来るだけ早く

企業に開放するなど、企業ニーズ等に的確に対応した業務改善が進められているこ

とがうかがえる。３ 
②  東日本大震災の影響による放射線測定のニーズに対応するため、本年度新たに、

放射線測定が可能な民間検査機関と調査や測定、情報提供など連携体制の構築に努

めた。４ 
 

 (ｳ) 財務内容の改善に関する事項  大項目別評価：（ｂ） 
 

外部資金、その他の自己収入の確保  中項目別評価：ｂ 
  

①  提案公募型事業の情報収集・情報共有や、これまで応募した実績のない提案公募

型事業への新たな応募等を行った結果、外部資金の獲得金額が昨年度を上回る結果

となり、年度計画を概ね達成している。３  
②  開放機器、依頼試験の料金については、新規導入機器について原価計算を行い適

正な水準での使用料金設定とするとともに、受託研究の技術料金については、県内

中小企業の支援を強化するため県内中小企業の料金設定を１／４とするなど、負担

の軽減に努めるとともに、適切な収入の確保に努めている。３ 
 
財政運営の効率化  中項目別評価：ｂ 

 
契約期間の複数年化や研究職役席者による物品購入等チェックの導入により、更なる

経費削減に取り組んでおり、財政運営の効率化を図っている。３ 
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 (ｴ) その他業務運営に関する重要事項  大項目別評価：（ｂ） 
    

施設・設備については、整備・改修計画に従い、計画的な整備や適切な維持管理に努

めている。なお、施設利用・見学受入人数が目標人数を下回ったことから、更なる利用

率の向上のため、有効かつ効率的な活用策等の検討を期待する。３ 
 
(3) 従前の評価結果等の法人の業務運営への活用状況 

平成22年度に係る業務の実績に関する評価において、評価委員会が中期計画の遅れを指摘

した2項目すべてにおいて改善措置が講じられており、評価結果が業務運営に反映されている。 
 
(4) 法人による自己評価結果と異なる評価を行った事項 

      なし 
 
８ 法人に対する勧告 
    なし 
 
９ 法人からの意見の申し出とその対応 
     月 日に評価書原案を法人に提示し意見照会を行った結果、 月 日に「意見はない」旨 

の回答があったことから、評価書原案を評価書として確定した。 
 
10  項目別評価結果総括表 

（別表のとおり） 
 



別表  項目別評価結果総括表

68 68 8 19 41 68 3.5

39 39 7 15 17 39 3.7

14 14 2 8 4 14 3.9
(1) 技術相談の充実 5 5 4 1 5 3.8 4 0.40
(2) 迅速な課題解決に向けた支援 6 6 2 3 1 6 4.2 4 0.30
(3) 技術者養成の効果的な実施 1 1 1 1 4.0 4 0.10
(4) 企業間連携への積極的な技術協力 1 1 1 1 3.0 3 0.10
(5) 支援業務の評価とその適切な反映 1 1 1 1 3.0 3 0.10

16 16 4 4 8 16 3.8
(1) 重点的な研究開発と機動的な対応 5 5 1 4 5 4.2 4 0.50
(2) 外部資金の積極的な活用 4 4 1 3 4 3.5 4 0.20
(3) 研究開発の成果の適切な活用 5 5 2 3 5 3.8 4 0.20
(4) 研究開発業務の評価とその適切な反映 2 2 2 2 3.0 3 0.10

9 9 1 3 5 9 3.6
(1) 新規事業展開等の支援 7 7 1 1 5 7 3.4 3 0.50

18 18 4 14 18 3.2

10 10 2 8 10 3.2
(1) 理事長を中心とする簡素で機動的な運営体制の構築 4 4 1 3 4 3.3 3 0.20
(2) 戦略的な資源の配分 2 2 1 1 2 3.5 4 0.40
(3) 適正で透明性の高い業務運営の確保 4 4 4 4 3.0 3 0.40

5 5 1 4 5 3.2

(1) 研修を通じた戦略的な人材育成 3 3 1 2 3 3.3 3 0.40

(2) 職員の意欲、能力の伸長を図る評価制度の構築と運用 2 2 2 2 3.0 3 0.60

3 3 1 2 3 3.3 b 0.20

7 7 1 6 7 3.3

0.10

3 3 3 3 3.0 b 0.50

4 4 4 4 3.0

2 2 2 2 3.0 b 0.40

1 1 1 1 3.0 b 0.30

1 1 1 1 3.0 b 0.30

※小項目がない中項目については、細項目別評価の評価の平均値により評価を行う。

各大項目
のウエイ

ト

全体評価
（加重平
均値）

　（大項目）
　　　（中項目）
　　　　　（小項目）

中期計画
における
対象細項

目数

年度計画
における
対象細項

目数

細項目別評価の評点内訳
（個数）

細項目別
評価の評
点の平均

値

小項目
別評価
の評点５

点
４
点

３
点

２
点

考え方

各小項目のウエイト 中項目別
評価

（加重平
均値）

各中項目のウエイト 大項目別
評価

（加重平
均値）

１
点

計 配分 考え方 配分

全　体　評　価

第１　県民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上

0.70

１ 県内企業が直面する課題への技術支援の強化

0.40

各中項目の中で技術
支援が当法人のもっ
とも重要な任務であ
ると考えられるた
め、ウエイトは「中
項目１」にに重点を
置いて配分

3年目は、サテラ
イト開設、巡回企
業訪問や情報発信
の強化（県立図書
館との連携）にウ
エイトを重点的に
配分

２ 県内企業の持続的発展に寄与する研究開発の推進

0.30
3年目は、作成し
たロードマップに
基づく重点的な研
究にウエイトを重
点的に配分

３ 県内の企業の新たな事業展開に向けた産学公連携の取組

0.30いずれも重要な取
り組みでありウエ
イトは等分に配分4.0 4 0.50

第２　業務運営の改善及び効率化

0.15

１ 運営体制の改善

0.40

3年目はコーディ
ネータ評価試行・検
証等人材育成・評価
に重点的に配分引き続き業務運営

を重点的に配分

(2) 地場企業への波及を見据えた
　  大学・高専や大企業、支援機関等との連携の強化 2 2 2 2

２ 人財育成、人事管理

b
(3.0)

0.40構築した評価制度
のﾌﾞﾗｯｼｭｱｯﾌﾟと運
用に重点的に配分

３ 業務運営の合理化、効率化

3.5

第３　財務内容の改善

１ 外部資金、その他の自己収入の確保 4 4 1

２ 財政運営の効率化

3 4 a 0.50
H22年度と同様に両
項目ともに重要であ
ることからウエイト
は等分に配分

第４　その他業務運営に関する重要事項

0.05
１ 施設設備の適切な管理

H22年度と同様に業務の継
続性確保の観点で施設の適
切な管理が他の項目より優
位することから、ウエイト
を重点的に配分

２ 安全衛生管理

３ 環境負荷の低減

b
(3.3)

b
(3.0)

A
(3.6)

a
(3.8)

a
(3.9)

a
(3.5)

b
(3.4)

a
(3.7)

b
(3.2)




